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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 21,187 3.3 107 59.0 69 ― 33 ―
22年12月期 20,508 △6.4 67 △68.2 4 △97.3 2 △96.5
（注）包括利益 23年12月期 66百万円 （―％） 22年12月期 △4百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 683.31 ― 2.1 0.9 0.5
22年12月期 43.31 ― 0.1 0.1 0.3
（参考） 持分法投資損益 23年12月期  △0百万円 22年12月期  △0百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 7,867 1,554 19.8 31,798.29
22年12月期 8,179 1,664 20.4 30,566.23
（参考） 自己資本   23年12月期  1,554百万円 22年12月期  1,664百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 475 20 △464 2,008
22年12月期 651 112 △65 1,977

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 500.00 ― 500.00 1,000.00 54 ― 3.2
23年12月期 ― 500.00 ― 500.00 1,000.00 48 146.3 3.0
24年12月期(予想) ― 500.00 ― 500.00 1,000.00 41.4

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,250 4.0 110 20.6 82 13.6 50 1.4 1,023.02
通期 21,300 0.5 250 133.6 194 178.6 118 247.4 2,414.32



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、２０ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、４６ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 57,319 株 22年12月期 57,319 株
② 期末自己株式数 23年12月期 8,444 株 22年12月期 2,851 株
③ 期中平均株式数 23年12月期 49,702 株 22年12月期 54,468 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 19,885 2.6 22 ― 8 ― 20 ―
22年12月期 19,372 △6.7 △3 ― △23 ― 1 △85.9

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年12月期 422.34 ―
22年12月期 27.93 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 7,518 1,486 19.8 30,405.92
22年12月期 7,919 1,615 20.4 29,662.78
（参考） 自己資本 23年12月期  1,486百万円 22年12月期  1,615百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きが実
施中であります。 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想につきましては、３ページ「次期の見通し」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災の影響による物流網の混乱、原発事故に起因する電力の供給

制限などが経済活動や国民生活に多大な影響を及ぼしました。また、夏以降は震災からの復興により緩やかな回復の兆

しが見られたものの、欧州の債務危機による金融市場の混乱、米国経済の減速や円高の長期化、タイで発生した洪水に

よる生産への影響等、企業を取り巻く環境は依然として先行きが不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループの主力事業であるマーキングサプライ品（プリンタ印字廻りの消耗品）市場におきましては、企業の節

電や節約志向による消耗品需要の減少傾向が続いております。また、環境関連商品（太陽光発電システム、ＬＥＤ照明

など）の市場におきましては、電力需給に対する不安感に加え、太陽光発電システムの補助金など政府による普及促進

制度の導入が材料となり、市場は拡大しているものの、技術面・価格面での企業間競争は激しさを増しております。 

このような市場環境のもと、当社グループは、適正利潤の確保のため収益性を重視した販売に努めるとともに、環境

関連商品の販売をさらに強化し、ＬＥＤ照明のレンタルサービスを開始するなど多様化・高度化するお客様のニーズへ

の対応を図ってまいりました。 

海外では、持分法適用関連会社である海伯力物流(上海)有限公司の出資持分を全部譲渡し、営業効率の向上を図り、

国内では、在庫圧縮に努めるとともに、物流コストの削減と配送業務のサービスレベルの向上を目指し、平成24年5月

(予定)に物流センターを移転することを決定いたしました。 

これらの結果、当社グループの主力商品であるトナーカートリッジやインクジェットカートリッジの売上高が、利益

率改善のため安価販売を極力抑えたこと等により前年同期を下回ったものの、その落ち込み分を太陽光発電システムや

ＬＥＤ照明などの環境関連商品の販売増加により補ったこと等により、当連結会計年度の業績は、売上高21,187百万円

（前年同期比3.3％増）となりました。 

利益面では、資産の健全性を図るため、ＬＥＤ照明などの商品について商品評価損190百万円を計上したこと等によ

り売上総利益が減少したものの、コスト削減効果により販売費及び一般管理費が減少し、営業利益は107百万円（同

59.0％増）、経常利益は69百万円（同64百万円増）となりました。 

また、特別損失として物流センターの移転に係わる費用の発生に備え倉庫移転費用引当金繰入額22百万円を計上し、

税金について法人税率の引き下げに伴い繰延税金資産を9百万円取り崩したものの、繰延税金資産の回収可能性を見直

した結果として繰延税金資産を19百万円積み増したことにより税金費用が軽減し、当期純利益は33百万円（同31百万円

増）となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（マーキングサプライ事業） 

マーキングサプライ事業は、利益率改善のため安価販売を極力抑えたこと、節電・節約志向の定着によるプリンタ稼

働率の低下、一部安価なリサイクル商品への消費の広がり等により、売上高は前年同期を下回りました。 

商品区分別の売上高では、トナーカートリッジ9,883百万円、インクジェットカートリッジ4,393百万円、ＭＲＯ648

百万円、その他売上1,082百万円となりました。 

以上の結果、当事業における売上高は16,007百万円（前年同期比9.5％減）、営業利益は467百万円（同22.7％増）と

なりました。 

（環境関連事業） 

環境関連事業は、環境問題の意識の高まりに伴い、太陽光発電システムやＬＥＤ照明の販売が好調に推移し、売上高

は急伸したものの、ＬＥＤ照明の商品評価損を計上したことにより大幅な営業損失となりました。 

以上の結果、当事業における売上高は2,859百万円（前年同期比201.3％増）、営業損失は140百万円（前年同期は営

業損失7百万円）となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業では、ラベリング用品やファニチャーの売上が順調に推移いたしました。 

以上の結果、当事業における売上高は2,348百万円（前年同期比18.6％増）、営業利益は56百万円（前年同期は営業

損失5百万円）となりました。 

  

１．経営成績



（次期の見通し） 

次期の見通しとして、わが国経済は、長引く円高や欧州の債務危機を主因とする金融資本市場の混乱など世界経済の

下振れリスクはあるものの、本格的な復興施策の集中的な推進によって生産の回復や復興需要等を背景に、緩やかな回

復基調で推移していくものと思われます。 

当社グループの主力事業が属するマーキングサプライ品市場におきましては、環境意識の高まりからリサイクル品へ

の移行やペーパーレス化の進行などが継続し、厳しい状況が続くものと予想されます。また、環境関連商品市場におき

ましては、太陽光発電システムや省エネルギー照明分野における政府の普及促進制度の継続により、市場の拡大は見込

まれるものの、市場の成長は緩やかなものになると予想されます。 

このような状況のもと、当社グループは、新規顧客、新規代理店の開拓を積極的に推し進めるとともに、輸入商品の

取り扱いを強化して利益拡大を図ってまいります。また、在庫リスクを未然に防止するために新商品の需給予測を徹底

強化してまいります。さらに、グループ会社一丸となり、物流・業務コストの削減に積極的に取り組み、収益力の向上

を図ってまいります。 

以上により、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高21,300百万円、営業利益250百万円、経常利益194百万

円、当期純利益118百万円を見込んでおります。なお、個別業績予想数値につきましては、個別情報の重要性を踏ま

え、投資情報としての重要性が大きくないと判断されるため、記載を省略しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

当連結会計年度末の資産につきましては、売上債権である売掛金や受取手形の増加があった一方で、商品が減少した

こと等により、前連結会計年度末に比べ312百万円減少し、7,867百万円となりました。 

当連結会計年度末の負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加があった一方で、借入金が減少したこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ201百万円減少し、6,313百万円となりました。また、純資産につきましては、自己株式を

取得したこと等により、前連結会計年度末に比べ110百万円減少し、1,554百万円となりました。 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、財務活動で資金を使用しましたが、営業

活動や投資活動において資金を獲得したことにより前連結会計年度末に比べ31百万円増加し、当連結会計年度末は、

2,008百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は475百万円（前年同期比26.9％減）となりました。これは主に、売上債権の増加額

199百万円があった一方で、たな卸資産の減少額593百万円及び仕入債務の増加額53百万円があったこと等によるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果獲得した資金は20百万円（前年同期比81.5％減）となりました。これは主に、定期預金の預入れに

よる支出76百万円及び固定資産の取得による支出8百万円があった一方で、定期預金の払戻による収入75百万円及び

敷金及び保証金の回収による収入24百万円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用した資金は464百万円（前年同期比608.3％増）となりました。これは主に、長期借入れによる

収入100百万円があった一方で、長期借入金の返済による支出237百万円、短期借入金の純減額150万円及び自己株式

の取得による支出125百万円があったこと等によるものであります。 



（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。 

５．平成21年12月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営

業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主重視の基本政策に基づき、「株主利益の増進」を経営の主要課題として認識し、業績に応じて積極

的に利益配分を行うことを基本方針としております。 

平成23年12月期の期末配当金におきましては、当期の業績等を勘案して１株当たり500円とさせていただきたい

と存じます。これにより、年間配当金は中間配当金(１株当たり500円)と併せまして１株当たり1,000円となりま

す。また、次期の配当におきましては、現時点では、中間配当500円、期末配当500円で、１株当たり年間配当金

1,000円を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

決算短信に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以下のようなもの

があります。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に

努める方針であります。なお、以下のリスク項目は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅したもので

はありません。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものであります。 

① 所有投資有価証券の変動リスク 

当社グループは、金融機関や取引先等の有価証券を保有しており、株式市況の動向等によりましては、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 為替変動リスク 

当社グループは、USドルをはじめとする外貨建ての取引を行っており、為替相場の変動は当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。これらのリスクを軽減するために、通貨オプション取引のデリバティブ取引を利

用しておりますが、急激な為替変動があった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

また、当社グループの連結財務諸表作成にあたっては、海外の連結子会社の財務諸表を円換算しており、為替相

場が変動した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 金利変動リスク 

当社グループの金融機関からの借入には変動金利によるものが含まれており、これに係る支払利息は金利変動に

より影響を受けます。当社グループは、このリスクを軽減するために、変動金利の借入金の一部について金利スワ

ップ取引を利用しヘッジしておりますが、金利変動が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 

自己資本比率（％）  19.9  20.4  19.8

時価ベースの自己資本比率（％）  10.7  13.3  12.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  5.3  6.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  12.6  10.2



④ デリバティブ取引のリスク 

当社グループは、為替及び金利変動をヘッジするために通貨オプション取引、金利スワップ取引のデリバティブ

取引を行っております。これらのデリバティブ取引は、為替及び金利の変動によるリスクを軽減する一方、為替及

び金利が逆方向へ変動することから生じたかもしれない利益を逸失している可能性があります。 

また、当社グループは、デリバティブ取引にかかる会計処理についてヘッジ会計を適用しておりますが、著しい

為替変動等によりヘッジ会計の要件を満たさなくなった場合、デリバティブ取引の評価損益が当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

⑤ 中国事業について 

当社グループは、連結子会社である海伯力国際貿易（上海）有限公司及び海伯力(香港)有限公司が、中国におい

て事業を展開しております。しかしながら、必ずしも計画が順調に進行しない事態が想定されます。中国における

市場の急激な変化等により計画通りの事業展開が果たせない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

⑥ 新規事業について 

当社グループは、事業規模の拡大と収益基盤の強化を図るため、新規分野への展開を推し進めておりますが、当

初想定した軌道に乗らず、途中で撤退等した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 商品在庫のリスク 

当社グループは、一部の商品について需要予測に基づき在庫を保有しておりますが、市場の変化、顧客事情等に

より予測した需要が実現しない場合には過剰在庫となり、評価損及び廃棄損が発生することにより、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 特定商品への依存に関するリスク 

当社グループはこれまでオフィス用品のうちトナーカートリッジをはじめとしたプリンタ用消耗品の販売に専門

特化し業績を拡大してまいりました。その結果、プリンタ用消耗品に大半を依存した売上構成となっております。

よって、プリンタ製品のトレンドやユーザーニーズの対応を誤った場合等、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

また、当社グループでは、特定商品への依存度の高い事業構造からの脱却を図るため、新商品の取扱いの拡充に

努めておりますが、この新商品がユーザーニーズに適合しない等の理由により需要予測を見誤った場合等、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑨ 主要な販売先への依存に関するリスク 

当社グループは売上高の約40%を上位10社に依存しております。これら依存度の高い取引先とは現在良好な関係

を維持しておりますが、何らかの事情によりこれら販売先との取引が大きく変動した場合などには当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑩ 販売先の信用リスク 

当社グループは、営業取引を行うことにより、取引先の信用悪化や経営破綻等により損失が発生する信用リスク

を負っております。そのリスクを最小限に食い止めるため、与信管理・債権管理を徹底して行っております。 

⑪ 価格競争 

当社グループは、競合各社と厳しい競争に直面しております。このような状況のなか、価格競争の激化により収

益性が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑫ 情報管理に関するリスク 

当社グループは、取引先情報や個人情報等の多岐にわたる機密情報を有しております。当社グループでは、これ

らの情報の取扱いについて、情報管理体制を整備し、社内規定に基づくルールの運用を徹底するとともに、従業員

に対する情報管理教育や情報セキュリティの強化等、対策を推進しております。しかしながら、不測の事態により

情報の漏洩が起きた場合、信用力は低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑬ 内部統制について 

当社グループは、企業価値の増大には内部統制が有効に機能することが不可欠であると認識し、業務の適正性を

確保し、財務報告の信頼を高め、健全な倫理観に基づく法令遵守を徹底することを目的に、内部統制システム構築

の基本方針を定め、内部管理体制の充実に努めております。しかしながら、内部統制が十分に機能していないと評

価されるような事態が発生した場合には、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度への対応等で

の支障が生じる可能性や当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑭ 税効果について 

当社グループは、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して将来の課税所得に関する予測や仮定に基づ

き繰延税金資産を計上しております。実際の課税所得は予測や仮定と異なる可能性があり、繰延税金資産の一部ま

たは全部の回収ができないと判断した場合には繰延税金資産は減額され、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  






























































































































